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 要　　旨
　経済波及効果の計算は、産業構造の複雑さゆえに扱うデータが多量となり、多段階の計算過程が面
倒であるかのような印象を与えてしまう。本稿では初期消費額を入力すれば経済波及効果が同時に計算
できるように開発したエクセルシ トーについて概説する。また、このソフトを用いて観光支出と建設投資
の経済波及効果を比較して、観光支出の経済効果の問題点について考察する。
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Ⅰ．はじめに
　近年「○○億円の経済効果」といった経済波及
効果がよく登場する。経済波及効果の算定は、アメ
リカの経済学者W.レオンチェフ（Leontief.Wassily 
1906-1999、ロシア生まれ、1973ノーベル経済学賞
受賞）が、「アメリカ経済の構造（The Structure 
of American Economy 1919-1939）」（1941出版）
の中で提唱した手法で、複雑な産業構造を分析し
たり、最終的な需要が多数の産業間へつぎつぎと
波及して形成される総需要を分析する有力な手法
の一つである1）2）。また、この手法は操作性に優れ、
現在世界80カ国以上で作成・公表されている。
　日本国内でも総務省をはじめとする省庁が作成
する全国ベ スーの「産業連関表（全国表）」、国土
交通省所管の「建設部門分析用産業連関表」、経
済産業局ブロック単位の「地域産業連関表」、都
道府県・政令指定都市単位の「地域産業連関表」
などが作成されている4）。長野県では、昭和55年か
ら全国表に準じて「長野県産業連関表」が作成さ
れている。この連関表を用いて経済普及効果が算
定されており、テレビドラマ、スポーツクラブ、都市
マラソン、観光キャンペーン、福祉サービス等の経
済波及効果が算定されている6）−10）。
　経済波及効果の計算は、一見するとデータ数が
多く、面倒に見えるが、順序よく計算さえすればそ
う複雑なものではない。今回、必要な支出（又は投
資）データを入力すると経済波及効果が算定でき
るエクセルシ トーを開発したので、その構造につい
て解説する。また、このシ トーを用いて観光支出と
建設投資の経済波及効果を試算して比較、考察す
る。
Ⅱ．経済波及効果の計算
1．エクセルシー トを用いた経済波及効果の計算
　産業連関表は、線形代数による算定方法である。
各産業部門における財・サービスの投入・産出の構
成を表していて「投入算出表（Input-Output 
Tables　I-O表）とも呼ばれており図1のような構成
をしている。
　なお、産業連関表は取引行列表、投入係数表、
逆行列表の3表から構成されている。
　基本式は、
　「中間需要額（AX）＝投入係数（A）・生産額（X）」
　「県内生産額（X）=中間需要額（AX）＋最終需要
額（F）」
の2式が基本となっている。
　投入係数（A）は、生産額を、生産または消費す
る部門（34部門）の各生産要素をその部門の生産
額で割った、構成比率を表している。
この2式から、県内生産額（X）を計算すると、
　　　　X = AX + F
　　X –AX = F
　　X （I-A） = F
　　したがって、X=（I-A）-1 F　と計算できる。
　これらの数式は行列式であり、 I は単位行列を
表し、（I-A）-1をレオンチェフの逆行列、他部門乗数
と呼ばれている。産業連関表の中では逆行列係数
と呼ばれ、各県のホームページなどで公開されてい
る係数である2）。
　経済波及効果は、これらの係数と基本的な経済
指標を用いて計算されており、計算手順は次のよう
図1：産業連関表の基本構造（取引行列表）
中間需要（AX）
粗付加価値
県内生産額（X）
最終需要（F） 県内生産額（X）
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な手順である11）。
（１）初期投資額の部門別の費用インプット（手入
力の部分）
（２）商業マージン額の計算
　34部門費用の費用に、商業マージン率を乗じて
34部門別の商業マージン額を計算する。
（３）運輸マージン額の計算
　34部門費用の費用に、運輸マージン率を乗じて
34部門別の運輸マージン額を計算する。
（４）マージン額の修正後の初期投資額を計算す
る。
　部門別の投資額から、商業マージン額、運輸
マージン額を除いて修正後投資額として計算する。
ただし、商業部門と運輸部門は、商業、運輸のマー
ジン合計額が加算される。
（５）直接生産誘発額（X）の算定
　商業・運輸マージン修正後投資額に自給率を乗
じる。
（５−１）粗付加価値誘発額の計算
　直接生産誘発額に粗付加価値率を乗じて粗付
加価値誘発額を計算する。
（５−２）雇用者所得誘発額の計算
　直接生産誘発額に雇用者所得率を乗じて雇用
者所得誘発額を計算する。
（６）中間投入額（AX）の計算
　直接生産誘発額に投入係数（A）を直接生産誘
発額の左側から乗じる。これは、34行34列の投入
係数行列×34行1列の計算で、結果として34行１列
の中間投入額を得る。
（７）県内自給額Ⅰ
　中間投入額に自給率を乗じて県内自給額Ⅰを計
算する。
（８）第一次生産誘発額の計算
　県内自給額Ⅰに逆行列係数（（I-A）-1）を県内自
給額Ⅰの左側から乗じる。これは、34行34列の投
入係数行列×34行1列の計算で、結果として34行１
列の一次生産誘発効果額を得る。
（８−１）第一次粗付加価値誘発額の計算
　一次直接生産誘発額に粗付加価値率を乗じて
一次粗付加価値誘発額を計算する。
（８−２）第一次雇用者所得誘発額の計算
　一次直接生産誘発額に雇用者所得率を乗じて一
次雇用者所得誘発額を計算する。
（９）県内自給額Ⅱの計算
　雇用者所得誘発額に一次雇用者所得誘発額を
加えた、雇用者所得誘発額の合計値に、消費者性
向を乗じて、さらに34部門別の消費構成比率、自給
率を乗じて部門別の県内自給率Ⅱを計算する。
（10）第二次生産誘発額の計算
　県内自給額Ⅱに逆行列係数（（I-A）-1）を県内自
給額Ⅱの左側から乗じる。34行１列の二次生産誘
発効果額を得る。
（10−１）第二次粗付加価値誘発額の計算
　二次直接生産誘発額に粗付加価値率を乗じて
二次粗付加価値誘発額を計算する。
図2：産業連関表の計算過程と計算式（途中一部省略）
計算過程
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図3：総括表の様式（途中一部省略）
図4：数値表の内容（途中一部省略）
図5：エクセルシ トー
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　これらの計算過程は、その都度計算評価されて
次のプロセスに進むが、今回、投入係数、逆行列係
数、その他経済指標を数値表に登録することによ
り、初期投資額の入力と同時に計算が進行して、総
括表に計算結果が表示されるエクセルシ トーを開
発した。
　次に、計算過程とエクセルシ トーの内容を概説す
る。
　なお、本シ トーまとめとして「総括表」「数式」が
以下の様式で別シ トーに表示される。
　数表におけるデータの出典は以下のとおりであ
る11）13）14）。
①取引基本表／投入係数表／逆行列係数表
　長野県、「平成17年（2005年）長野県産業連関
表　係数表（EXCEL表）」
　総合大分類（34部門表）
　http://www3.pref .nagano. lg.jp/toukei1/
sangyourenkan/H17/H17_34_bumon.xls
②商業マージン率／運輸マージン率
　H17全国産業連関表（購入者価格評価表34部門
表（EXCEL表）より）より34部門別に商業マージン、
貨物運賃（運輸マージン）、国内生産額（生産者価
格）の合計を購入者価格として、商業マージン、運
輸マージンを購入者価格で割って、それぞれの
マージン率を算出した。
　http://www.e-stat .go.jp/SG1/estat/List .
do?bid=000001019588&cycode=0
③費目別構成比
　長野県、「平成17年（2005年）長野県産業連関
表　総合大分類34部門表」（EXCEL表）」取引基
本表《生産者価格評価表》より、民間消費支出を
34部門別に合計値で割って構成比率を算出した。
　http://www3.pref .nagano. lg.jp/toukei1/
sangyourenkan/H17/H17_34_bumon.xls
④自給率／粗付加価値率／雇用者所得率
　長野県、「平成17年（2005年）長野県産業連関
表　総合大分類34部門表」（EXCEL表）」取引基
本表《生産者価格評価表》より、以下の算式にて
算出した。
　自給率＝1−移輸入率（行計算）
　移輸入率＝移輸入計／県内需要合計（行計算）
　粗付加価値率＝粗付加価値部門計／県内総生
産（列計算）
　雇用者所得率＝雇用者所得／県内総生産（列
計算）
⑤消費者性向
　家計調査より長野市の平均消費性向の値を用い
た。
　（長野県：「平成17年（2005年）長野県産業連
関表報告書」、第3章、pp.51、長野県企画部情報
統計課、http: //www3 .pref .nagano . lg . jp/
toukei1/. . . /H17/17houkoku_mokuji .pdf、
（2009.1）
⑥旅行消費構成比率
「観光産業の経済効果に関する調査研究（2010年
度版）」（観光庁）にある分析用62部門表を編集統
合して34部門とし、観光客が消費する費用構成比
を算出した13）。
2．計算例
　本エクセルシ トーを用いて、2012年4月15日（日）
に行われた「長野オリンピック記念長野マラソン」
の消費支出の経済波及効果について試算する。本
大会は、出場ランナーがこれまで過去最高の8,769
人であり、応援観客もマラソンコ スーの沿道を埋め
尽くし25万人を集めた大盛り上りの大会となった。
マラソン大会への出場者は、6割が県外からの参
加者でそのうちの8割が宿泊者、連泊者は宿泊者
の2割を超える。また、家族や仲間を同行した参加
者が4,000人と推定され支出総額は3.35億円、大会
運営支出2.15億円、その他の支出を加えて総支出
額が5.993億円と推定されている8）。
　今回この値を観光支出額とみなして、経済波及
効果を試算した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
区分 生産誘発額 粗付加価誘発額 うち雇用者所得誘発額
直接効果 572.15 293.40 157.57
一次波及効果 206.63 116.17 59.19
二次波及効果 152.41 101.89
計 931.19 511.46 -
初期需要に対する生産誘発額の比率（経済波及効果） 1.554
図6：長野マラソン2012の経済波及効果の内訳
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　なお、34部門の各部門への費用配分は、国土交
通省観光庁が公表している2010年度「旅行・観光
産業の経済効果に関する調査研究」から62分類の
分野別の費用を34分類の分野に集約して消費額に
占める割合を求めて比例配分して算出した。
結果は図6のとおりである。
　なお、この試算値を（財）長野経済研究所の試
算値と比較すると図7のようになる。
Ⅲ．観光支出と建設投資の経済波及効果の比較
　今回開発した、エクセルシ トーを用いて1億円の
観光支出と1億円の建設投資が行われたことを仮
定して経済波及効果の比較を行う。
1．観光支出の試算結果
　1億円の観光支出の費用については、国土交通
省観光庁の「旅行・観光産業の経済効果に関する
調査研究（2012年3月）」で計算されている経済波
及効果を参考に、62分類の旅行消費額（観光支
出）、直接効果を、34部門に再編集して計算した。
結果は図8のとおりとなった12）。
2．建設投資の試算結果
　1億円の建設投資については、平成17年（2005
年）長野県産業連関表報告書第3章、家の新築に
ついての経済波及効果の算定例題の初期投資額
を参考にして費用を算定して計算した。結果は図9
のとおりとなった。
区分
生産誘発額
（試算値）
経済研究所
の試算値
誤差比率
直接効果 572.2 587.8 -2.73%
一次波及効果 206.6 199.7 3.36%
二次波及効果 152.4 165.8 -8.79%
合計 931.2 953.3 -2.37%
図7：試算値の比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
区分 生産誘発額 粗付加価誘発額 うち雇用者所得誘発額
直接効果 95.5 49.0 26.3
一次波及効果 34.5 19.4 9.9
二次波及効果 25.4 17.0 -
計 155.4 85.3 -
初期需要に対する生産誘発額の比率（経済波及効果） 1.554
図8：観光支出の経済波及効果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
区分 生産誘発額 粗付加価誘発額 うち雇用者所得誘発額
直接効果 95.3 44.3 33.6
一次波及効果 31.3 16.9 9.5
二次波及効果 30.3 20.3 -
計 156.9 81.4 -
初期需要に対する生産誘発額の比率（経済波及効果） 1.569
図9：観光支出の経済波及効果
図10：経済波及効果の比較 図11：付加価値誘発額の比較
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　それぞれの結果を図10、図11に示す（縦軸の単
位は、100万円）。
Ⅳ．考察
1．エクセルシ トーの評価
　図7の長野経済研究所の試算値と比較した場合、
誤差は最大で8.78％、合計額で2.37％となった。こ
の誤差の大きさは、計算過程で逆行列を求めて掛
け算をする過程があるが、34×34の行列式の逆行
列の計算では、係数が34次の行列式の計算となり
誤差の累積が見込まれる。仮に、0.1％の数値誤差
が最大で0.99934＝0.968と計算されることを考える
と数％の誤差は許容範囲とみて差し支えないとい
える。また、費用見積りの方法が経済研究所の方
法は積み上げ式であるが、本研究では総額を配分
する方法をとっている。したがって、今回の計算結
果は類似しており、同様の傾向を示す結果が得ら
れたと考えられる3）。
　なお、産業関連表を用いた経済波及効果の試算
では、①生産部門の各変数は、線形関係を前提と
しているため、現実には比例関係か仮定できる範
囲を想定することが重要②産業構造が変化しない
ことが前提となっている封鎖型産業構造のモデル
を用いているが、生産の移出や移入が頻繁に起き
ている場合にはモデルの精度には限界がある③先
に説明した誤差の累積を考慮した見方をするべき
である④二次波及効果以降の経済波及効果は、
現実との乖離が生じやすいなどの問題点が指摘さ
れている。
図12：観光支出と生産誘発額 図13：建設投資と生産誘発額
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　経済波及効果の計算では初期投資額の見積り
が最も重要なポイントとなる。観光支出の場合、本
研究では、国土交通省観光庁の「旅行・観光産業
の経済効果に関する調査研究（2012年3月）」で計
算されている経済波及効果を参考に、長野県の産
業連関表34部門に費用を比例配分して用いている。
また、長野経済研究所の試算では、約1,500人のア
ンケ トーをもとに、宿泊費、交通費、飲食費、買物・
土産代等を見積もって積み上げている。どちらの
値が真の値に近いかは別の議論になるが、いずれ
にせよ直接効果の見積りは経済波及効果算定の中
心的な課題であることには変わりがない。
　また、初期投資額の見積りとならんで、直接生産
誘発額の計算も計算結果に大きな影響を持つ値で
ある。直接生産誘発額は、運輸・商業マージン処
理後の初期投資額にその部門の自給率を乗じて計
算される。自給率は、県内の需要に対して県内で
供給された財・サービスの比率である。別の言い方
をすれば、その生産部門の移輸入率を差し引いた
比率で、自給率が高い部門では、粗付加価値率が
高く経済波及効果への寄与が大きい。具体的には、
土産品や飲食料品等の内製化、地産化が粗付加
価値拡大に大きく影響することを示している。
2．観光支出と建設投資の比較
　図10・図11から明らかなように、1億円の初期投
資額に対して試算される効果は類似している。部
門別に見ていくと、部門別の初期投資額と生産誘
発額と比較すると内訳は大いに異なる。建設投資
の場合は、建設部門に生産誘発額が集中している
ことが一目瞭然である。次に商業、不動産、対事業
所サービスの順になっているが建設に比べて相対
的な割合は小さい。
　一方、建設投資に比べて観光支出では運輸、対
個人サービス、商業、飲食料品の順位に生産誘発
額が分散している。つまり、経済波及効果の総額
は類似しているものの部門別の生産誘発額は、建
設投資が集中しているのに対して、観光支出は分
散している。しかも、中小企業が多い商業や対個人
サービスに生産誘発額が生じている。つまり、建設
投資が対企業であるのに対して、観光支出を投資
（観光投資）として見た場合は対中小、小規模の
企業や個人を対象としている傾向を顕著に表して
いるといえる。
　さて、この傾向の善し悪しは別として図10、図11
の一次波及効果、二次波及効果を見てみると、二次
波及効果からは建設投資の方が観光支出より大き
くなる。この原因は二次波及効果頃になって初めて
初期投資の影響が他の部門にも出てことを示して
いる。また、観光投資では、生産誘発効果そのもの
が減衰して衰退していることを示している4）。
3．観光投資のあるべき姿
　筆者は「モノづくり」の現場改善に長い間関わっ
てきているが、この議論には類似の問題が存在す
る。長期的投資と短期的投資の視点である。設備
投資や起業計画においては、製品のライフサイクル
や顧客動向と併せて企業側の中長期的な計画に基
づいて投資の効果が議論される。短期的な投資効
果は企業体質の改善に必ずしも結びつかないとい
う懸念である。つまり、「五年十年先の間にその製
品がどのような成長をするのか？」「関連するイノ
ベーションはどうなるのか？」「顧客動向は？」など
このような議論は、避けて通れない。
　「モノづくり」の世界では、基幹製品への投資は、
PPM（プロダクト・ポ トーフォリオ・マネジメント）理
論の「金のなる木」への投資と言えるが、観光投資
は「花形」分野への投資に類似している。「花形」
分野は、マーケットシェアが高い成長分野であるが、
成長が早く、他社の追従も早いため、投資のわりに
利益につながらない。或いはリスクが高いのであ
る。この製品は成熟期を迎えるまでに、「花形」か
ら安定した基幹製品である「金のなる木」に育てる
ための施策が重要である5）。
　建設投資は投資のあとに、最低数十年の耐用年
数を有する資産が残される。これに比較すると観
光投資の場合はどうであろうか。また、波及効果の
減衰が早い時期に生じていることも懸念される。
これは、観光投資（観光支出）によって生じた粗付
加価値が消費以外の分野に回っていることを示し
ている。消費以外の分野とは、内部留保や貯蓄、
場合によっては返済などの分野に回っていること
が想定される。この作用が、消費によって生じた粗
付加価値が再び消費に循環する経済波及を減衰
させることは明らかである。つまり、消費や投資を
引き出すための仕組みを併せて考える必要性を示
している。建設投資並みの経済効果が見込まれる
のであれば、それに併せて地域の魅力を高め、リ
ピーター確保のためのインフラの整備、ソフト分野
の整備、人材育成のための投資等が不可欠である
ということを示唆するものである。
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Ⅴ．おわりに
　本稿では、パソコンを用いて経済波及効果を簡
単に求めるソフトを開発して、その有効性の検証を
行った。また、観光支出と建設投資を比較しながら
観光支出の経済波及効果のメカニズムを検討する
ことができた。観光支出の経済波及効果の増大の
ためには、誘発される粗付加価値の外部流出を防
ぐための施策が不可欠であることを指摘した。こ
れは、モノづくりで言う「付加価値の取り込み」「内
製化」と同意の内容である。
　さて、経済波及効果の試算のポイントは、初期
投資額又は初期消費支出の見積りである。した
がって、経済波及効果の報告書からは、直接投資
（消費）額の見積りに知恵と工夫、費用が注がれて
いることが、十分に伝わってくるのである。一方で、
投資額や消費額の見積りは経済波及効果への期
待から楽観的な傾向が見受けられる。この見積り
ポリシーが経済波及効果にどう影響するのか、こ
の点は今後の課題としたい。
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